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２ 連携地域別政策展開方針に基づく地域プロジェクトの推進 

地域に根ざした政策を展開するため、令和３年 12 月に策定した「連携地域別政策展

開方針」に基づき、地域づくりの拠点である振興局が中心となってプロジェクトを推

進します。 

プロジェクトの推進にあたっては、市町村や民間企業などの地域づくりを担う多様

な主体と連携・協働して、民間資金や知恵・ノウハウなども活用しながら、個性あふ

れる地域づくりを進めます。 
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道では、財政健全化に向けて行財政改革の推進を図る一方、直面する緊急課題や多様化

する行政ニーズに迅速かつ的確に対応し政策展開を図るため、限られた予算の中で選択と

集中を徹底することはもとより、予算事業だけではなく、様々な政策手法を活用していく

こととしています。 

このため、国の施策の活用に加え、政策開発推進事業をはじめとする創意工夫をこらし

た政策展開や、民間企業等との協働事業の充実など多様な主体との連携・協力に取り組み

ます。 

 

（１）「政策開発推進事業（若手職員チャレンジ事業）」の活用 

多様化・複雑化する政策課題への迅速な対応と職員の政策開発能力の向上を図るた

め、庁内から社会経済情勢を踏まえた政策課題に関する提案を募集・選定し、若手職

員による政策検討チームを設置して政策開発を行います。 

（令和元年度:１件、令和２年度:１件、令和３年度：２件、令和４年度：３件） 

 

（２）官民連携の推進 

北海道を応援したいという企業や団体、個人の方々のネットワークである「ほっか

いどう応援団会議」等を活用しながら、包括連携協定・タイアップ事業といった協働

活動やふるさと納税をはじめとする資金面での支援など、幅広い手法による官民連携

の取組を推進します。 

 

ア ほっかいどう応援団会議 

民間の知恵や力を最大限に活用しながら、官民連携により道内の地域課題の解

決を図ることを目的に、北海道に思いを寄せる企業や団体、個人の方々のネットワ

ークとして、令和元年９月に「ほっかいどう応援団会議」を立ち上げました。 

（令和５年３月末現在の参加数は企業・団体で 653 団体、個人(道ファン子)で 

延べ 13,054 人） 

道・市町村に加え、本道の強力な応援団である地域おこし協力隊が日頃から応

援団企業と様々な情報交換を行い、緊密な連携を図り、更なる連携事例を創出でき

るよう、道庁内に「交流サロン（仮称）」を設置します。 

また、全庁的な連携体制や営業力の強化をし、市町村や企業からの相談体制の

３ 多様な政策手法の活用 
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充実や企業への積極的な企業訪問の実施、道外企業のネットワークを活用した新た

なマッチング機会の創出に取り組みます。 

さらに、知事・市町村長が応援団企業等へトップセールスを行う「ほっかいど

う応援セミナー」のほか、ポータルサイト・ＳＮＳなど、様々な機会を通じて、本

道の優位性や地域、さらに我が国の課題解決につながる道や市町村のプロジェクト

について、積極的に発信します。 

（「ほっかいどう応援セミナー」令和４年度開催実績…札幌:令和 4年 9 月、東京:令和 4年 11 月） 

 

イ 民間企業等との協働 

(ア) 包括連携協定の締結による協働事業 

民間企業等からの提案に基づき、複数の政策分野にわたって道と包括的かつ

継続的に協力関係を構築し、連携・協力に関する協定を締結した上で、具体的

な事業を協働で実施します。 

（令和５年３月末現在の包括連携協定締結数は 92 件、企業等数は 114 社） 

 

(イ) タイアップ事業 

民間企業等が有する資源（アイデア、ノウハウ、資金等）と道が持つ情報や

ネットワーク、人的資源を結びつけることで、道内地域や経済の活性化、公共

サービスの充実や道が進める施策の効率的な展開を図ります。 

   

ウ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税） 

北海道に想いやゆかりのある企業が寄附を通じて地域の再生をサポートする地

方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用して、北海道創生総合戦略に掲げる

取組を推進するとともに、制度周知や事例紹介などを行い、道内市町村による民間

資金の積極的な活用を促進します。 

また、寄附と人材派遣がセットになった人材派遣型の企業版ふるさと納税制度に

より、専門的な知識やノウハウを有する民間人材について積極的に活用します。 

 

エ ふるさと北海道応援寄附金（ふるさと納税） 

自分の生まれ故郷や愛着のある地域を応援したいという気持ちを寄附という形

で表す「ふるさと納税制度」を活用し、地域課題の解決や地域経済の活性化が図ら

れるよう取り組むとともに、北海道の魅力や寄附の使途などを積極的にＰＲするこ

とで、寄附者の共感が得られるよう取り組みます。 


